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1.は じ め に

本稿 は水野 ボ ス テア リソグ 大学(Univer-

si七yOfS七irling)の 日本研 究 セ ソター(The

CentreforJapaneseStudies)に 客員 研究員

(VisitingResearchFellow)と して,イ ギ

リスの経済 学者 が 日本 の経済発 展 に関 して,

どの ように考 えてい るかに ついて研 究 してい

る時 に,た また ま,ス テア リン グ大学 内 での

研 究会 で,略h同 じ方 向で研究 を進 めていた

Dr.D.ゴ ーシ ェと知 り合 い,ま ず最初 の試 み

として,標 題 に掲 げた 問題 を取 り上 げてみ る

ことに した.ま た,2人 の間 で,イ ギ リスの

代表 的経済 学者 の一人 であ るカル ドアの 目を

借用 して,日 本経 済 の発展 過 程 と現 状を分 析

してい くとい う点 で合 意す るこ とがで きた.

従 って,本 稿 に続 い て,日 本 の輸 出に影 響を

与 えてい る要 因の分 析,い わゆ る カル ドア の

法 則 と一般 に呼 ばれ てい る関係式 か らみ て 日

本 経済 の統 計 的分析,更 に,技 術 進歩 の側面

か らの分 析,開 発途 上 国 と 日本 との経済 関 係

の分析 を行 な って い く予定 であ る,

標題 の問題 に関 しては,こ れ らの諸 問題 を

取 り扱 う先 がけ として,2人 の意思統 一一の意

味 も含 め,数 回 にわた る彼 の研 究室 での討 論

の結 果 を ま とめた もので あ る.

ここで,D。 ゴーシ ェについ て簡単 に紹 介 し

てお きたい.彼 は イ ン ド(lndia)の カル カ ッ

タ(Calcutta)で1945年 に生れ た.カ ル カ ッ

タ大学 で数 学を学 び,バ ー ミン ガム(Birmin-

gham)大 学 で数理経 済 学を修 めた.そ の後,

カル カ ッタ大学 で教育 ・研究 に従事 してい た

が,研 究 の念止 み難 く,再 びバ ー ミンガム大

学 に一研 究員 として就 任 した.そ の後,ス テ

ア リン グ大学 に移籍 し,当 大学 か らPh.Dを

授 与 され,現 在,当 大学 で,経 済数 学,経 済

原 論,経 済発展 論 の講義 を担当す る専任講 師

(Lec七urer)と して勤 務 してい る.彼 は 自か

ら 「自分は数 理経済 学者 であ った」 と述 べて

餐 り,現 在,彼 の興 味 が主 として統計 的,実

証的 な側面 に移 って来 てい る ことを強 調 して

い る.彼 の現在 の研 究 テ ーマは 「経済 成長 と

発展 」(Economicgrowthanddevelopment>

であ る.し か し,彼 の研 究心 は旺盛 であ り,

彼 は,ま た,国 際経 済 関係(lnterrelationship・

in七heworldeconolny)に も強 い関 心 を持
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ってお り,こ の彼 の強 い関心 が,此 度 のわれ

わ れ の出会 の重要 な要因 をな してい る.

本稿 の 内容はFisher,F.M.が エ コノ メ ト

リカPに1970年 に発 表 した二 本 の直線 回帰 に

お け る係数 の組 の間 の等 同性 の検定 につい て

の解 説的 な ノー トに基づ い て,日 本 か ら ソビ

エ ト連 邦へ の輸 出の伸 び率が ,政 治 的 な 状

況,こ こでは,い わ ゆ る一般 に,ソ ビエ ト連

邦 と日本 の間 に政 治 的な緊張 関係 があ った の

か,そ れ と もなか ったのか とい う極 め てせ ま

い範 囲に限定 して,検 定 した ものであ る .

2.本 稿 の 目的 と概 要

本稿 の目的は,一 般的な見解 として,2つ

の国の問に政治的な緊張関係が存在す るか否

かに よって,こ の2つ の国の問で取 り引きさ

れ る貿易量 に変化が生ずると言わ れ て い る

が,こ の見解が正 しいものなのか どうか,そ

の信愚性を手許のデータに基づいて,検 討吟

味す ることである.就 中,こ の ような見解,

即 ち 「共産圏諸国の外国 との取引量は,特 に,

ソビエ ト連邦においては,経 済的な基準に基

づ いて,影 響 され ると言 うよ りは,む しろ政

治的な基準に よって強 く左右 されている」 と

い う見解は,し ば しば,西 洋諸国で出版 され

ている文献に,見 い出す ことができる.

最初に,共 産圏諸国では政治的な基準が経

済的な基準に優先 して意思決定が行なわれる

と考}て いる見解を紹介す ることにする.一

国の避けることができない ような政治的局面

が与}ら れた場合を想定して,ミ ッシ ェル ・

ホ ン ・ペルグは次の ように述べている.即 ち

「ソビエ ト連邦のような全体主義の国では,

マル クス レーニン主義の 『政治経済』に関す

経 済 論 集VoLXIVNo.1

る教科書に よって説 明されてい るように,政

治と経済とは抜き差 しな らない程,深 い関係

にある.そ れ と全 く同じように,す べての他

の生活分野 外交,芸 術,法 律,社 会学,

スポーツ,心 理学等一一 もまた経済的階級闘

争の烙印を押され ている の だ か ら,そ こで

は,こ れ らの文化はすべて共産主義世界の支

配を達成す る為の助け となる道具にす ぎない

のである.そ れ故,共 産主義諸国には,中 立

で,純 粋な外国貿易は全 く存在 しないのであ

る」2)と.ま た,J.ヴ ィクツェニスキ ィーは

ソビエ ト連邦が西洋諸国 とどのような政治的

関係にあるか と言 うことと,ソ ビエ ト連邦が

これ らの西洋諸国 と交易す る取引量の水準 と

の間には,直 接的な因果関係が存在すること

をはっきりと認めている.即 ち,彼 は 「かな

りの程度,二 大陣営間の貿易取引量は東西間

の政治的な状況で上下に変動す るバ ロメータ

^.と して 観察す ることができる」3'と述べて

いる.

ここに紹介した2人 の見解はやや極端な立

場を代表 しているとも考}ら れるが,立 場を

は っき りさせるとい う意味か らすれば,本 稿

の目的からすれば,取 りあげてみ る価値のあ

るものである.こ れ ら の極端な見解に対 し

て,や やゆ るやかで,よ り常識的な意見の持

主 として,ア デラー一 カル レッスンをあげる

ことができる.彼 等は 「西洋の文献では,共

産圏諸国の外国貿易は政治的な基準で左右 さ

れるのであって,経 済的な基準に よって左右

され るのではない と慣習的に述べ られてきて

いる.も し,こ の見解の内容が共産圏の外国

貿易が,政 治的 目的のために使われる可能性

を潜在的に持 ってお り,現 実的にも使われて

いるとい うことを意味 していると理解され う
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るな らば,そ の時には,こ の見解は正 しいも

の であると言 うこと が で き る.し か し,も

し,こ の見解の内容が共産圏諸国の現在の貿

易数量,そ の方向及 び構造が経済的な基準に

よって,大 きく影響されない と言 うことを主

張 しているのであるならば,そ の時には,こ

の意見は正 しいものであると言 うことはでき

ない.現 在の共産圏諸国の貿易取引量 は経済

的並びに政治的要因の両方の混合に よって管

理 されている ことは 明 らかだか らであ る」ρ

と述べてお り,共 産圏諸国の貿易取引量が政

治的にも,経 済的にも影響され るものであ る

とい う立場を明らかにしている.

ここで,わ れわれは 「ソビエ ト連邦 の外国

貿 易取引量の変化は政治的な要因によって説

明 されるのではな く,経 済的な要因によって

説 明され る」 とい う命題を設定 した.こ の命

二題を検定するために,1957年 か ら1971年 まで

の期間のデータを採用することにした.こ の

1957年 か ら1971年 までの期間を採用した理由

は,こ の期間が ソビエ ト連邦 と日本 との政治

釣 関係と貿易取引量 とを観察 す る 上 で,即

ち,貿 易取引量が政治的な緊張関係に よって

影響を受けたか否かを実証す る上で絶好の材

料 を提供 しているか らである.そ こで,上 に

示 した命題を検定するために,わ れわれはで

きるだけ単純 なモデルを採用する こ と に し

ブこ.

この期間全体にわたって,ソ ビエ ト連邦 と

日本 との物の考え方の違い,経 済体制の違い

が,お たがいの交易にとって長期的に好 まし

くない状態をつ くり出していたことは,誰 で

も常識 として認めていると考}て よいであろ

う.体 制の違いはルーブルの不換性,ソ ビエ

ト連邦の物価体系の特異性,顧 客 と輸出入業

国際貿易における政治的効果に関する一考察 G7

者 との折衝の制限,輸 入製品全般にわたる政

府 当局の絶対的な統制等々の要因に よって,

一般的に
,国 家統制経済圏と自由市場経済圏

との間での貿易取引量は影響を受けているも

のと一般に考}ら れている.し か し,ま た,

ソビエ ト連邦の国民が 日本市場 との取引を望

んでいるに もかかわ らず,ソ ビェ ト連邦の政

府当局が輸出入行為に対 して,政 治的な要因

に基づいて,日 本との貿易に対 して消極的な

意思決定を行な うとすれば,貿 易業者の行動

も当然消極的 とな り,ソ ビエ ト連邦に とって

も,日 本に とっても,有 益な貿易の機会を失

うことにな り,両 国に とって何の利益にもな

らないことも,ま た一般的な常識である.

しかし,こ こではっきりさせておかなけれ

ばならない点は,こ のような ソビニ ト連邦の

政府当局,即 ち中央集権的経済体制が貿易水

準に与える効果の有無をわれわれは問題にし

ているのではな くて,こ こで,わ れわれが問

題 として 考えているのは,「 政治的な 好意 と

敵意 との揺れ動 きが,年 々の貿易取引量の水

準に短期的な効果を明確に示 したか否か」 と

言 う点である,即 ち,1957年 から1971年 にか

けて,ソ ビエ ト連邦 と日本との政治的関係は

緊張 と緩和の繰 り返 しであったか らである.

しかし,更 に,ま た,ソ ビエ ト連邦 と日本

との相互貿易は,上 記 したような短期間の変

動 では損なわれることな く,そ のまま継続 さ

れるとい う意見 もあ る.例}ば,1960年 代の

初期に,ア メ リカ合衆国が 「ソビエ ト連邦 と

の経済関係を弱めるように」と,日 本に圧力

をかけてきたとき,オ リエンタル ・エ コノ ミ

ス ト誌はこの情況を次の ように報 じている。

即ち,「 共産圏諸国との貿易に関しては,日

本は政治 と経済とは切 り考 して考えることが
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できるとい う立場を とってい る.… …そして

自由市場世界との調和的関係性を損わない範

囲内で,共 産圏諸国との貿易を計 画 し て い

る」5yと述べている,

1956年 以降のいろいろな貿易上の契約情況

や,そ の他の売 り渡 し関係の統計資料を詳細

に吟味 してみても,政 治的な好意 または敵意

が毎年の交易水準に変化を与 える程の効果を

持 っているとは考えられなかった し,以 下に

示すモデルか らも,効 果を持 っているとは考

}ら れなか
った.即 ち,ソ ビエ ト連邦の政府

当局は常に相互の貿易を極端に乱す ような意

思決定は採用 していなかった と考}る ことが

できる.

3.モ デ ル の設 定

まず,ソ ビエ ト連 邦 と日本 との貿 易取 引量

に関 して,何 か政 治上 重要 な短期 的効果 が あ

ったか否 か を計量 経 済学的 に検 討 す る た め

に,2本 の単純 な直線 回帰式 を設定 す る こと

に した.

即 ち,下 の(1)式 と(2)式 で あ る.

(1)M=a1丁+a2Y+α3P1+σ1

(2)M・=α1'r十 α2'y十cr3'P1十 α4∫D1

+a5'.D2+こ γ2

(1)式 では,ソ ビエ ト連 邦 の総輸入量 に占め

る 日本か らの輸入 量 のパ ーセ ン トに,ソ ビエ

ト連 邦 の国民所得,ソ ビエ ト連 邦へ の 日本 の

輸 出価格,そ れ に時間 の流れ の3つ の要 因を

回帰 させ てみた.(2)式 は(1)式 に2個 の ダ

ミー変 数 を追加 した もので あ る.

ここで,.Mは 西洋 諸国(即 ち,オ ース トリ

ア,オ ース トラ リア,ベ ル ギ ー,イ ギ リス,

ギ リシ ャ,デ ンマ ー ク,西 ドイ ツ,ア イル ラ

経 済 論 集Vo1.XIVNo.1

ソ ド,ア イ ス ラソ ド,ス ペ イ ソ,イ タ リー,

カ ナダ,オ ラン ダ,ニ ュージ ー ラン ド,ノ ル

ウ ェー,ア メ リカ合衆 国,ト ル コ,フ ィンラ

ソ ド,フ ラソス,ス イス,ス ウ ェーデル,日

本)か らソ ビエ ト連邦 が輸 入 した輸 入量 のパ

ーセ ン トを示 してい る .1957年 か ら1971年 の

期 間にわ た るMの パ ーセ ン トの計算 に際 して

は,次 の点 に考 慮 した.即 ち,西 洋諸 国 の輸

出の成 長率 は ソビエ ト連 邦が カナ ダ,ア メ リ

カ合 衆国,オ ース トラ リアか ら輸 入 した穀物

の購 入量 の変 動 に よって,大 ぎな影響 を受 け

てい た とい う点 であ る.特 に,日 本 の よ うに

輸 出用 の穀物 を生産 して いな国 の輸 出成長 率

は,ソ ビエ ト連 邦 が不 作 で,大 量 な穀物 を輸

入 した 年に は,極 端 に小 さ くな って しま って

い る.従 って,Mの 値の計算 に際 して は,ソ

ビエ ト連 邦が西洋 諸 国か ら輸 入 した総輸入 量

か ら,ソ ビエ ト連 邦 が西洋諸 国 か ら購入 した

穀物 の総購 入量 を差 し引いた 値を用 いた.M

の値 と してパ ーセ ン トを用い た のは,不 変 価

格 で 日本 か らソ ビエ ト連邦 への各年 の輸 出額

を 求め るため の適 当 なデ フ レータ ーを作成 す

る ことが で きな か った ため であ る.各 年 のM

のパ ーセ ン トの計 算 には ソ ビエ ト連 邦が 出 し

て い る統計年 鑑「ヴ ィン ニ ッシ ュニヤヤ ・トル

ゴゥ ィル ヤ」(theVeneshnyayaTorgovlya)

に掲載 され てい るデ ー タを用 いた.

Tは1957年 か ら1971年 までの期 間 の時 間的

流れ か ら生ず る変 化,即 ち,タ イ ム トレン ド

を示 してい る.

yは 不 変価格 で示 した ソ ビエ ト連邦 の国民

所 得 を求め,1957年 を基準 とした,不 変 価格

に よる国民所得 指数 であ る.1957年 か ら1971

年 ま でのYの デ ー タは ソビエ ト連邦 か ら出 さ

れ てい る国民所 得統計 「ナ ラ ドンニ ュヨへ ・
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コザ イ ンチ ボ」(NarodnoeKhOzyais七vo)に

掲 載 され てい るデ ータを用い た ・

P1は 日本 の ソビエ ト連邦 へ の 輸 出物 価指

数 を示 してい る.こ こで,わ れわれ は ソ ビェ

ト連 邦 向けの輸 出物 価指 数を作成 す る こと も

考 えたが,日 本 か ら ソビエ トへ の輸 出商 品 の

構 成 が,日 本か ら全世界 へ のそれ とそれ 程大

きな隔 りが ない こ とがわ か ったの で・ 日本銀

行 が発表 してい る全世界 へ の輸 出物 価の力瞳

平 均指数 を物価 指数 として採 用す ることに し

た 、 日本 の世界 市場 への輸 出商 品 の携 成割 合

は,機 械(総 輸 出金額 の35.5ペ ーセ ン ト),

金 属及 び金属製 品(20.5パ ーセ ン ト),織 物

(18,7パ ーセ ン ト)及 び化学 製品(6.5パ ー

セ ン ト)の 四大 項 目で,総 輸 出金 額 の81.2≫

一 セソ トを 占めてい る.一 方,ヱ957年 か ら

ユ971年 の期 間にお け る 日本 の ソビエ ト連邦 へ

の輸 出 も,こ の四項 目が主 体 とな って い る.

しか も,そ の輸 出商品 の構成 割 合 も,略 々同

じ よ うな割 合に な ってい る.例 えば,1965年

と1970年 の2ケ 年 につい て,日 本 か らソ ビェ

ト連 邦へ の輸 鐵商 贔の構成 割合 を調べ てみ る

と,機 械 の輸 出割 合はそれ ぞ れ41.2パ ーセン

トと34.5パ ー セソ ト,金 属 及 び金属製 品はそ

れ ぞれ19.5パ ーセ ソ トと14.6パ ーセン ト,織

物 は猛.2パ ーセ ン トと29.5パ ーセ ン ト,化 学

製 品は11.2パ ーセ ン トと7.7パ ーセン トとな

っ てお り,1965年 におけ るこれ ら四項 藏の総

輸 出金 額に 占 める 割 合 は86ユ パ ーセ ン ト,

1970年 にお け るそ れは86。3パ ーセ ン トであ る.

D1は 日本 と ソビエ ト連 邦 との間 に 政治 的

な緊張関 係 があっ た年 を示す ダ ミー変数 であ

る.1)iの 値 としては,緊 張 関係 があ る と判

断 された年 に対 しては1,そ れ以 外の年,鄭

ち,r緊 張緩 和 の年 」 及 び 「平常 の年」 に対
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しては0,を 用いることにした.

DZは 日本 と ソビエ ト連邦 との間の 政治的

な緊張緩和 の年を示す ダ ミー変数である.D2

の値 としては,緊 張緩和の関係にあると判断

された年に対 しては1,そ れ以外の年,即 ち,

「緊張 の年」及び 「平常の年」に対 しては0,

を用いることに した.

どの ような状態の年を緊張緩和の年 とし,

どの ような惰況にある年を緊張関係にある年

とす るかを適格に判断することはなかなか困

難な問題 である.こ れを判断するためには,

いろいろな基準や,い ろいろな方法が考aら

れ るであろうしっ 緊張 の有無の判断の正当性

を論誰するために考慮 しなければな らない範

囲 もさまざまであると考 えられ る.ま た,こ

れ らの.::::判 断基準,方 法等の点で合意を

得たとしても,こ れ らの範囲や基準を どのよ

うにウェイ トづけするかとい う更に瞬難な問

題 が発生 して くることが予想された.そ こで,

われわれは,こ の重要な判断を自か ら行な う

ことを回避することにして,こ れ らの国際関

係に通暁 している と思われる研究家等の意見

に従 うことにした.即 ち,わ れわれはこの時

期 の,こ の問題に対す る専門家達がどのよう

にそれぞれの年を判断 していたか とい う既成

事実に従 って,そ れぞれの年を 「緊張関係の

状態にあった年」,「緊張緩和の状態にあった

時」及び 「平常の状態にあった年」に分類す

ることに した.こ の ようにして判断す ること

にしたのは,あ る年がr緊 張関係にあったか

否 か」については,お 互に論争の余地が十分

考 えられたが,こ の時期のある特定の,こ の

問題に関す る観察者が,あ る特定な年を 「緊

張関係の状態にあった年 と考 えて い た か 否

か」については,論 争の余地はほとん どない
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と考 え られ る と判断 した か ら で あ る.そ こ

で,わ れわれ は,こ の種 の問題 に関す る専 門

雑 誌 として,極 東経済 誌を と りあげ るこ とに

した.1957年 か ら1971年 までの期 間につ い

て,当 誌 に発表 された 日本 とソ ビエ ト連邦 と

の緊張 関係 に関す る記事 に従 って次 の よ うに

判断す るこ とに した.即 ち,1968年 と1969年

とは,極 東経済 誌 の通 信員 が 日本 と ソビエ ト

連 邦 との間 の政 治的 関係 の穏 や かさや,ソ ビ

エ ト連邦 の外交 上 の主 導権 につい て論説 して

いた.1968年5月9日 号 の 極東経 済誌 に は

「東京 に関 す る ソビエ トの 目」と題 し,ま た,

同年7月25日 号 の同誌上 には 「旧敵 と腕 組 し

て」 と題 し,更 に,1969年10月23日 の同誌上

には 「あ の確 かな笑 み」 と題 して,そ れぞ れ

日本 と ソビエ ト連邦 との間 には,政 治的 に穏

や かな情 況が あった ことを報 じていた.従 っ

て,こ の2年 間 につい ては,こ の極東経 済誌

の通信 員 の見 解 を採 用 して,「 緊張緩和 の年 」

と判断す る ことに した.ま た,1970年 と1971

年 とは両 国間には外交 上 の難問題 がい くつか

存 在 してい た こ とを論説 し て い る.即 ち,

1970年3月19日 号 の極 東経 済誌上 には,「 ク

レム リンの居住 者,再 び冷 え込む 」 と題 し,

更 に,1971年3月20日 の 同誌 上 には,「 氷 の

対 決」 と題 して,そ れ ぞれ 日本 とソビエ ト連

邦 との間 には,政 治的 な緊張状 態 があ った こ

とを報 じていた.従 って,こ の2年 間につ い

て は,こ の見 解 を採 用 して,こ れ ら両 年 は政

治上 「緊張 関係 にあ った年 」 と判断す る こと

に した.極 東 経済誌 の論調 が極度 に どち らか

一・方 に傾む いてい ない と判 断 され る年 は 「平

常 な年 」 として取 り扱 うことに した.こ の よ

うに判断 して,1959年,1960年,1963年,

1970年,1971年 をそれ ぞれ 「緊 張関 係 の年 」

経 済 論 集Vol.XIVNo.1

と判断 し,1957年,1961年,1964年,1968年,

1969年 をそれ ぞれ 「緊張緩和 の年 」と判断 しY

これ ら以 外 の年 を 「平常 の年 」 と判 断 した,

以上,ダ ミー 変数D1とDZに つい ては全面

的 に極東経 済誌 の通信員 に頼 る形 とな った.

Ui(i=1,2)は 言 うまで もな く,平 均0,分

散一 定 の正 規分布,N(0,σ2),を す るもの と

仮定 した誤差 項 であ る.

尚,上 記 の(1)式 の推定式 は ソ ビエ ト連 邦

輸 入水準 に関 し,ダ ミー変数 の効果 を示 して

いな い と言 う意 味 か ら限定 モデル(restricted

model)と 呼 ば れ,(2)式 の推定式 は,2

個 の ダ ミ変数 を持 ってお り,非 限定 モ デ ル

(unrestrictedmode1)と わ れわ れが呼 ん で

い るモデル6)で あ る.

この(1)式 及 び(2)式 につ いて,最 小 自乗

法 を用 いて,計 算 した結 果 は表1及 び表2,

表3,表47)に 示 した とお りであ る.

表1限 定 的 モデ ル

.M=a1T+α2y+a3P+σ1

係 数 al a2 α3

値 6.761-0.49310.418
t一値 4.579-4・26巨297

有 意 水 剰 ・.・%・.2%1・.2%

R2==0.95ヱ).]レ レア.==1.99

R∬=86。14自 由 度=12

表2非 限 定 的 モ デ ル

.M=α1'T+α2'y+as'Pi+α4'D1+α5'D2+σ2

係 数 阿 α〆 α判a4ｺ-X51

値 6.8051--0.49810.4351-0.9951-2.858

埴147・9-4.・4214.587-0.585-・ ・728

有 意 水 準o.・%0.5°oa.・OoN,S,N,S.

R2=0.97D.W.=2.88,

RSS=65.69自 由 度 コ10
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裏3限 定的モデル あ るの で採 用す るわ けには いかな い.即 ち,

M瓢 β1T+β2y+β3R+硫 緊張 緩和 の年 には
,当 然 貿易量 が増 加す るで

係 数 い ・ 2β 3β

値 6.443-0.4483'7.550

≠イ直 3.548-3・ ・7・3.299

龍 水剰
く

1°o 1°o 1°o

1～2=瓢0.941).W.e1.58

E∬=11.4.66自 由 度=12

表4非 限 定 的 モ デ ル

M諜 β、1T+β ガy+β ♂R+β 、、Z)1÷β・の ・+び・

係 剃 酬 副 β・' A'4{β ・'

値6.9・gト 軌486i4λ583トa248卜4・ ・2

埴14・5・1-a6351 4.0311--1.2231-2.184

有意劃 α2蜘5%鰯 鵬1麗

呈～2需0.96ヱ).YV。e!.99

R5∫ 譜77.69自 由 度 鷹10

(注)1亡5S:残 差 の 自 乗 和

N.S.:有 意 水 準IOパ ー セ ン トか ま た は10パ

ー セ ン ト以 上 で 有 意 で は な い.

有 意 水 準:表1か ら表4ま で の 有 意 水 準 は

両 側 検 定 で あ り,使 用 し た 表 は,E,

S.PearsonandH.CJ.1-Bartley

BiometrikaTablesforS七 軌七isti.

clans,VolurineI(Cambridge,x.954,

Fable12P.138)で あ る.

4.分 析結果 について

この表1及 び表2か ら,わ れ われは 次の点

を読 み とる ことが で きる、先 ず,ダ ミー変 数

.D1とD2の 係数 がそれ ぞれ 有意水toパ ー

セ ン トか また は,1◎ パ ーセ ン ト以上 で有 意 で

な い とい う点 であ る.し か し,も し,た と}

有意 であ る と判断 された として も,緊 張 緩和

の年(DZ)の 係数 が負に な って い るので,こ

れ は常識的 には全 く考}ら れ ない 結 果 で あ

り,わ れわ れ の分 析 目的 とは相 反す る結果 で

あろ うとい う暗黙 の合意に反する結 果となっ

ている。 要す るに,P2の 係数の符号が合目

的的でない とい う点である.し かし,ま た,

当然,貿 易取引量の動 きがある時間的なずれ

を持 って,緊 張の年,緩 和の年及び平常の年

の間で,そ の効果を発生 させているのではな

いかと言 う疑問が生 じて くる.こ の疑問に対

しては,わ れわれは,表5の データについて,

1年 のタイ ム ラ グ を持たせて計算してみて

も,ま た,P1とD2の 係列のデータを入れ替

えて計算 してみても,そ の結果は表2の 結果

と全 く差のないことがわかった。

以上でわれわれが定義 してきたような意味

での政治的情況,郎 ち,政 治的に緊張関係に

あったか,緩 和の関係にあったか,そ れとも

1t常な状態であったか」とい うことは,少 な

くとも,日 本 とソビエ ト連邦 との間の貿易取

引量 の変化には有意な効果を持 っていない と

い うことが,計 量経済学的には証 明できたわ

けである.し か し,も う一歩進めて,(1)式

と(2)式 との間の違いについて,検 討吟味 し

ておきたい.定 義式を見れば開 らか な よ う

に,(1)式 と(2)式 との差は,ダ ミー変数が

あるかないかの違いである、従 って,こ の2

つの定義式がそれぞれ異 なった意味を持って

いるか否かを検討吟味すれば よい は ず で あ

る.こ の検定を行なうために,我 々は次のよ

うなF一 統計量を用いることに した.期 ち,

公式はFisher,FM.が1970年3月 発行の

「エコノメ トリカ」8)誌に発表 した論文r2本

の直線回帰線の係数間の等同性の検定」を参

考にした.こ こでのF一 統計量は 自由度 κ讃

とT一κ で分布 している値である.即 ち,F一
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表5限 定に利用したデータ
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(注)T:西 歴年号

M:ソ ビエ ト連邦が西洋諸国から輸入 した

総輸入量に占める日本か らの輸入量の
パーセン ト.

y:不 変価格で測定 したソビエ ト連邦の国

罠所得の指数(1957=100).
P1:日 本からソビエ ト連邦へ輸出された商

最の輸出物緬指数.
PZ:西 ドイツか らソビエ ト連邦へ輸出され

た商品の輸出物価指数.

P1:嬢 本 とソビ鵡 ト連邦との問にr政 治的

緊張関係」があった年を示すダ ミー変

数
薫)2:鷺本 とソビ鳳 ト連邦との問が 「政治的

に緩曇の状態にあった年を示すダ ミー

変数

データの出所:こ れらのデータの出所,加

工方法については,本稿の本文を参照.

統計量は次の式 で与え られ る.

ム ム ム ム

F醤(ε'ε 一$*'ε*)/(κ 一H)
nn

ε*'ε*/r一κ

ここで,Tは 観察 デ ータの組数(わ れわ れ

の場 ㍍15組),Kは(2)式 のr;:変 数 の数

(こ の場 合,5個),Hは(1)式 の説 明変数

経 済 論 集Vol。YIVNQ、1

の 数(こ こ で は,3個)を 示 し て い る.ま た,

ム ム

ε*xは(2)式,即 ち,非 限定 モデル におけ

る残差 の 自乗和(こrで は,65.69,表2参
あ ム

照),ε'εは(1)式,郡 ち,限 定モデルにおけ

る残差 の自乗和(こ こでは,86,14,表1参 照)

を示 してい る.従 って,そ れぞれの値を上の

式に代入 して.F鉦 統計量を 求 めてみると,

3.11と なる.こ の値は有意ではない(有 意水

準5パ ーセン ト).即 ち,こ こで設定したモデ

ルにおいては,ダ ミー変数をつけ加えて も,

つけ加えな くても,そ こか らでて くる結果に

は,何 等の変化 もないことを示 している.わ

れわれが取 りあげている日本 とソビエ ト連邦

との貿易取引量の問題に則 して言えば,両 国

の間に政治的な緊張関係があったか どうか,

また政治的に緊張緩和の状態にあったか どう

か とい うことを考えることは,貿 易取引量 の

変化を観察す る場合には,全 く意味のないこ

とを,こ の分析結果は示 してい る.

次に,表1と 表2,即 ち(1)式 と(2)式 か

ら,わ れわれはやや興味深い次の2つ の点を

提起することができる.即 ち,目 本か らソビ

エ ト連邦への輸出商品の価格が上昇すると,

ソビエ ト連邦が西洋諸国か ら輸入 した総輸入

量に占める日本か らの輸入量の割合が増加 し

てい る点(表1及 び表2か ら明白な ように,

日本か らソビエ ト連邦への輸 出物価指数((P、))

の係数の符号がプラスになっている)と,今

一つは
,ソ ビエ ト連邦の国民所得が増加する

と,ソ ビエ ト連邦の西洋諸飼から輸入す る総

輸入量に占める日本か らの輸入量 の割合が減

少 している点(表1及 び表2か ら萌 らかな よ

うに,ソ ビエ ト連邦の国民所得((y))の 係数の

符号がマイナスになってい る)の2点 である.

これ ら2点 は,い ずれ杢常識的Mrt...は,全くこ
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の現象の逆 に考}ら れるものである.即 ち,

一般的に言って,あ る商品の価格が上昇すれ

ば,そ の商品に対す る購入量を減少させ,ま

た,あ る国民の所得が増加すれば,当 然その

国民が購入す るであろ う商品も増加すると考

え られ るか らであ る.そ こで,わ れわれは,

これ ら2つ の点については,次 のように解釈

す ることに した.ま ず,PE,即 ち 「物価が上

昇す ると購入量が増加す るとい う点」につい

ては,ソ ビエ ト連邦が 日本か ら輸入 している

商品 と同じ種類 の商品の国際価格が 日本の商

品 の輸出価格上昇率を上廻 っていたか,少 な

くとも同じ程度に上昇していたのではないか

と考えてみた.も し,こ のような現象が生 じ

ていたのであれば,わ れわれの結果は極めて

常識的なものであった と言 うことができる.

また,こ のPに ついては,次 のようにも考え

られ る.即 ち,ソ ビエ ト連邦が西洋諸国か ら

輸入す る総輸入量の商品構成について,特 に

日本からの輸入量の商品構成が,ソ ビエ ト連

邦に とって,「 生活必需品的」商品の構成割

合が,相 対的に高 くなっていると考 えること

がで きるな らば,日 本か らソビエ ト連邦への

輸出量は金額概念で測定されているのである

か ら,価 格の需需弾力性が1以 下であると考

え られ るか ら,当 然,ソ ビエ ト連邦が 日本か

ら輸入す る輸入金額の全体に占める割合は大

きくなることにな り,わ れわれの分析結果は

極めて,常a的 な ものであったことになる.

次に,y,即 ち,「 所得が上昇すると購入量

が減少す るとい う点」については,ソ ビエ ト

連邦が産業の近代化に必要 な商品を主体 とし

て 日本か ら商品を輸入 しているものと考 えら

れ うるな らば,ソ ビエ ト連邦の産業が近代化

され,そ れによって ソビエ ト連邦 の国民所得
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が増加したとしても,最 早や,近 代化が進ん

だ ソビエ ト連邦は日本か らの近代化に必要な

商品の輸入を必要 としな くなることになる.

国際貿易に関す る文献では,こ の現象は経済

拡大の 「代替貿易偏差」(Pro-tradebias9')

として知 られているものである.こ の代替貿

易偏差の現象が生 じていたのだ と理解される

な らば,yの 係数がマイナスになっているこ

とは,何 等経済の発展法則に対 し,矛 盾する

ものではなく,わ れわれが得た結果は,極 め

て常識的なものであった と言 うこ と が で き

る.一 般的に言って,産 業活動の分業化が不

完全で,し かも相対的には産業化が進んでい

るような国では,い くつかの側面で,技 術的

進歩によって影響を受ける面 と資本蓄積か ら

影響を受ける面 とが うま く調整 さ れ ず,常

に,主 として生産財産業において 「超代替貿

易偏差」(ul七raPro一七radebzas)が 発生す る

傾向がある.換 言すれば,こ の ような発展途

上にある国では,経 済が成長するにつれて,

い ままで主 として輸入に依存 して い た 商 品

(こ こで考 えている商品は勿論,生 産財であ

る)を 自力でます ます多 く生産するようにな

る.即 ち,最 早や,こ の ような国は当該商品

については輸入を必要 としな くなるわけであ

る.こ の考 え方から,わ れわれの問題をみて

みると,ソ ビエ ト連邦への 日本の輸出商品の

主要な部分が製造工業製品であるのだか ら,

将に,日 本 とソビエ ト連邦 との貿易関係はジ

ョンソンの言 う 「代替貿易偏差 」に当たる現

象 として考えることができると思 う.即 ち,

Yの 係数がマイナスになる必然的な経済構造

的な情況が 日本 とソビエ ト連邦 との貿易取引

関係の中には折 り込まれていたと言 うことが

できる。
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次 に,わ れわれ は,日 本 商品 と競 合関 係に

あ る国際 商品 の価格 の動 き(P2)を 検 討す る

ことに した 、 ここでは,P琶 と して何 を用 い

るかにつ い ては,ほ とん ど異 論な しに西 ドイ

ツの輸 出価 格 の動 きを採 用す るこ とに した.

即 ち,西 ドイ ツの輸 出商 品構成 が 日本 のそれ

に最 も類 似 してい ると判断 した か らであ る.

そ こで,ま ず最 初に,わ れわ れ は,上 述 して

きた(1)式 と(2)式r単 純 に 鳥 を追加 し

てモ デル を設定 し,推 定 を 行な ってみた.し

か し結果 は,ほ とん どす ぺ ての変数 に対 して

t一値 が有 意 とな らなか った.そ こで,こ の結

果 は,デ ー タ間 にマル チ 捻現象 が生Lた た め

に起 った ものであ る と判 断 し,次 の ような新

しい変数Rを 考 えて,変 数 の数 を減 らした モ

デル を考 え るYL.と に した.即 ち,新 しい変 数

は,・/P2,で 定i義され る もの である 。こ

のRを 上述 して きた2つ の公 式 中のP1と 入

れ替 えて,(ユ)式 と(2)式 とを次 の よ うに書

きか えて,新 しい モデル を設定 し,推 定 を行

な ってみた.

(3)!レf=β1=Z「 十β2y十 β3R十 θF3

(4)ハf=β1'τ+β2'y+β ♂ム～+β4'D1+β5'ヱ)z

十び4

この モデル式 につい ての推定 結果 は前掲 の表

3及 び表4に 示 した とお りであ る。2Fiaの 値

は2.38と な り,有 意水準5パ ーセン トで有 意 と

はな らなか った.即 ち,こ の新 しいモ デル で

もダ ミー変数 の追加 が意味 を持た なか った こ

とが証 明 され,ま た ダ ミ0変 数 自体 も有意 で

ない こ とがわか った(表4参 照).し か し,Rの

係数 の符 号は,P1の 符 号 と同 じ くプラスであ

るが,こ のRの 係数 の値 はjp1の そ れに比 べ

は るかに 大 きな値(((1))式 及 び((2))式 のP1

の係数 の値 はそ れぞれ,0.418と ◎.X35で あっ

経 済 論 集Vo1,XIVNo.1

たのに対 し,((3))式 及 び((4))式 のそ れは,

それ ぞれ,37.550と42.583で あ った)と な っ"

た.こ の 丑 の係数 の値 が極 めて大 きな値 に な

った こ とに対 しては,次 の よ うに解釈 す る こ

とが で き る.即 ち,日 本 か らソ ビエ ト連 邦へ

の輸 出商品 の価格 の上昇率 が他 の国(こ こで

は西 ドイ ツ)か らソビニ ト連 邦 が輸 入す る商

品 の価格 の上昇率 を上 回れば上 回 る程,換 言

す れば,濤 本 の輸 出物価 が相対 的に上昇 率 を

高 めれば高 め る程,ソ ビエ ト連 邦は 日本 か ら

の金 額 で測 定 した輸 入量 の割合 を増加 させ ざ

るを得 ない情 況に あ った と言 うこ と が で き

る.こ のYと は,ソ ビエ ト連 邦 が 日本か らの

輸 入商 品の価格 に関 係な く,鷺 本 か らの輸 入

量 を維持 す るか,ま たは増加 させ ざるを得 な

い産 業上 の構造 に,少 な くとも,1957年 か ら

1971年 にか けて は,あ った と考}る ことが で

きる.

最 後に,Z2統 計量 を用 いて,上 記 の問題,

即 ち,政 治上 の要因 が貿易 取引量 の変化 に与

iる 影響 を吟味 す ることに した
.ま ず,次 の

よ うな2×3分 割表 を作成す る ことに した.

表6政 治的力関係と貿易量の変化率

委威 緩和の年醸 の年障 の年i計
高 ■1(堀3⑫ 卵 ㈲{7

低 い}3(2){2(2.5)12(2.5)17

計!4}5 5 14

「高い」とr低 い」との区別基準は,X95?

年か ら1971年 までの期間で,貿 易量の 変化

率,郡 ち誕の値が中位数(10,5)よ りも大 き

かった年は 「高い」グル ープに,小 さかった

年は 「低い」グル ープに組み分けしたもので

ある.各 枡 目の中に入っている2つ の数字の

うち,括 弧の外側の数字は各々の枡 目に対応
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して観察 され た年 の数(度 数=∫)で あ り,

括弧 の中 の数字 はそれ ぞれ の枡 目に対 す る期

待年数(期 得度数=の である.

この表 か らx°一統 計量 を求 め る と,

κ2=Σ(f-e)2/e=1 .4

とな り,こ れ は有 意水準10パ ーセ ソ トで有 意

では ない.こ の検定 にお いて も,わ れ われ は,

「政 治上 の要 因 と貿易取 引量 の変化 率の 間に

は 意味 のあ る関 係性 は全 く存在 しない」 とい

う帰無仮説 を棄却 す る ことはで きなか った 。

しか し,こ こで行 な ったx2一 検 定は,あ ま り

に もデ ータの数 が少 なす ぎるので,仮 え,計

算結果 が逆 の結果 を示 した として も,あ ま り

信頼 す るに値 す る ものではな い とい う点 をつ

け加 えて お く.

以上,種h検 討 してわ か った よ うに,一 般

的 に流布 され てい る ソビエ ト連 邦 の とる対外

的経 済行為 が政 治的 な基 準 に よって左 右 され

る とい う意 見 は,少 な くとも計量経 済学的 に

は否定 されたわ け であ る.

最後 に,本 稿 を とじるに際 しDr.D.Ghosh

氏 の本稿 完了時 の感想 をそ の まま掲載 してお

く.

``InternationaltradeZisprobablythemost

7ラ

importantsectorinmodernJapan.USSR,

on七heo七herhand,needsimpor七edtech-

nologytoachieveeconomicdevelpment.

Thustradingbetween七hese七wocountries

lSofmu七uallybenefi七 七〇eachother.

Cornmonsensewouldtellus七ha七under

suchcondi七iontradingshouldno七be

dis七urbedfordoubtfulpoli七icalgains."
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